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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軌道に設置された信号機器を制御することにより前記軌道を走行する列車の進路制御を
行う信号制御システムであって、
　通信路を介して外部機器と情報交換を行いながら自己に必要な信号情報を取得し、あら
かじめ定義された制御論理に基づいて、自律的に信号灯を制御して前記列車の進路制御を
行う進路制御手段と、
　前記通信路を介して外部機器と情報交換を行いながら前記列車の位置情報を取得し、あ
らかじめ定義された制御論理に基づいて、自律的に区分進路の制御を行う区分進路制御手
段とを備え、
　前記進路制御手段と前記区分進路制御手段が、前記軌道に連続して設けられる軌道回路
のうち最短の軌道回路の長さを、前記列車の最高速度で除算して得られる時間に応じたサ
ンプリング周期で、それぞれ情報交換を行いながら自己を制御する分散制御を実行するこ
とにより、外部から入力された進路設定情報に基づいて前記列車の進路制御を行うことを
特徴とする信号制御システム。
【請求項２】
　さらに、前記通信路を介して外部機器と情報交換を行いながら自己に必要な信号情報を
取得し、あらかじめ定義された制御論理に基づいて、自律的に前記進路の転換及び転換さ
れた進路状態の鎖錠を行う進路変更手段を備え、
　前記進路変更手段が、前記進路制御手段及び前記区分進路制御手段とそれぞれ情報交換
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を行いながら自己を制御する分散制御を実行することにより、外部から入力された進路設
定情報に基づいて前記列車の進路制御を行うことを特徴とする請求項１に記載の信号制御
システム。
【請求項３】
　さらに、前記通信路を介して外部機器と情報交換を行いながら自己に必要な信号情報を
取得し、あらかじめ定義された制御論理に基づいて、自律的に前記列車が所定の区間に進
入したときに警報制御及び遮断器の制御を行う道路遮断手段を備え、
　前記道路遮断手段が、前記進路制御手段、前記区分進路制御手段、及び前記進路変更手
段とそれぞれ情報交換を行いながら自己を制御する分散制御を実行することにより、外部
から入力された進路設定情報に基づいて前記列車の進路制御を行うことを特徴とする請求
項２に記載の信号制御システム。
【請求項４】
　前記進路制御手段、前記区分進路制御手段、前記進路変更手段、及び前記道路遮断手段
が相互に授受するデータの情報は、安全側情報と危険側情報の２値の情報であることを特
徴とする請求項３に記載の信号制御システム。
【請求項５】
　前記進路制御手段、前記区分進路制御手段、前記進路変更手段、及び前記道路遮断手段
が授受するデータの情報に誤りがあるとき、及び授受すべきデータが存在しないときは、
前記各手段は前記危険側情報を受信したものと見なしてフェールセーフな制御を行うこと
を特徴とする請求項４に記載の信号制御システム。
【請求項６】
　前記進路制御手段、前記区分進路制御手段、前記進路変更手段、及び前記道路遮断手段
は、それぞれが故障したときに他の手段へ故障を波及させないことを特徴とする請求項３
乃至請求項５の何れか一項に記載の信号制御システム。
【請求項７】
　前記進路制御手段、前記区分進路制御手段、前記進路変更手段、及び前記道路遮断手段
は、それぞれ自己の手段が所有する制御論理を変更するときに他の手段の動作を停止させ
ないことを特徴とする請求項３乃至請求項６の何れか一項に記載の信号制御システム。
【請求項８】
　前記進路制御手段、前記区分進路制御手段、前記進路変更手段、及び前記道路遮断手段
は、それぞれ、自在にシステムへの参入及び退去が可能であることを特徴とする請求項３
乃至請求項６の何れか一項に記載の信号制御システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄道における信号制御システムに係り、特に、鉄道の交通システムにおいて
安全性が要求される信号保安機器などを制御するための信号制御システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、鉄道関係の信号制御システムにおいては中央制御室による集中制御が一般的
に行われている。つまり、従来の信号制御システムでは線路上の各現場の信号機器はそれ
ぞれが制御論理を持っていないため、各現場の信号機器は、駅機器室などに設置された中
央制御装置の制御論理による制御論理よって集中制御されている。例えば、中央制御室は
、後続する列車に対しては、すぐ前方の下流区域に列車がいたら赤信号、1区域隔てた下
流区域に列車がいたら黄信号、２区域以上下流に列車がいたら青信号をそれぞれ表示する
と云うような制御論理で各信号機器の集中制御を行っている。また、駅機器室などに設置
された中央制御装置は、複数の信号機器の連動制御、踏切制御、あるいは赤信号を検出し
たときに速度によってブレーキのかかり具合を変えてゆくＡＴＳ－Ｐ制御などの各種機能
別に制御装置が設けられているため、駅機器室に設置された複数機能の制御論理を有する
中央制御装置から、それぞれの現場の同一系統の信号機器に対して各種の制御を集中的に
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行っている。
【０００３】
　尚、下記の特許文献1には、列車側の装置と地上側の装置が列車検知情報を含む列車制
御情報を相互に授受することによって、信頼性の高い列車制御を行うようにした列車制御
装置に関する技術が開示されている。また、下記の特許文献２には、列車進入検知を高精
度に行うことによって信頼性の高い列車制御を行うことができる列車制御装置の技術が開
示されている。
【特許文献１】特開平２０００－１６２９２号公報（段落番号００１２～００３３、及び
図１～図３）
【特許文献２】特開平１１－２５５１２５号公報（段落番号００１３～００４４、及び図
１～図４）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記のような集中制御による従来の信号制御システムにおいては、駅機
器室などに設置された中央制御装置の制御変更を行う場合は、一部の制御論理のみを変更
しようとしても中央制御装置全体の制御論理に影響を及ぼす可能性があるため、結果的に
、制御論理の設計変更に非常に手間がかかってしまうことがある。また、従来の信号制御
システムにおいて改良や修復などを行うときには、中央制御装置の既存のデータをまるご
と交換する必要がある。そのため、駅機器室内のごく一部の信号制御システムを変更する
場合であっても、駅機器室全体の制御を停止させてデータ交換を行わなければならい。さ
らに、駅機器室に設置された中央制御装置に各種の制御論理が集中しているため、一部の
故障によって信号制御システム全体がダウンすることがあるので、結果的には、信号制御
システムの稼働率を向上させることは困難である。また、従来のような集中制御による信
号制御システムでは中央制御装置を部分的に動作させることができないため、信号制御シ
ステム全体が完成しない限りその信号制御システムの使用を開始することはできない。つ
まり、従来の信号制御システムによる集中制御では、信号制御システムの既存のハードウ
エア構成やソフトウエア構成を大幅に変更しないで信号機器側の処理要求の質的量的な変
化に適応することができない。言い換えれば、従来の集中制御による信号制御システムは
スケーラビリティ（質的量的な柔軟性）に欠けるなどの問題がある。
【０００５】
　本発明は、上記のような事情に鑑みてなされたものであり、駅機器室における信号機器
の稼働率の向上、信号機器の制御内容の変更に対する柔軟性、さらには信号機器の拡張性
の向上を実現できる信号制御システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の信号制御システムは、上記の目的を達成するために創案されたものであり、軌
道に設置された信号機器を制御することによりその軌道を走行する列車の進路制御を行う
信号制御システムであって、通信路を介して外部機器と情報交換を行いながら自己に必要
な信号情報を取得し、あらかじめ定義された制御論理に基づいて、自律的に信号灯を制御
して列車の進路制御を行う進路制御手段と、通信路を介して外部機器と情報交換を行いな
がら列車の位置情報を取得し、あらかじめ定義された制御論理に基づいて、自律的に区分
進路の制御を行う区分進路制御手段とを備えている。そして、進路制御手段と区分進路制
御手段が、軌道に連続して設けられる軌道回路のうち最短の軌道回路の長さを、列車の最
高速度で除算して得られる時間に応じたサンプリング周期で、それぞれ情報交換を行いな
がら自己を制御する分散制御を実行することにより、外部から入力された進路設定情報に
基づいて列車の進路制御を行うことを特徴とする。
【０００７】
　本発明の信号制御システムによれば、軌道上（例えば線路上）の所定の区間に設置され
た進路制御手段（例えば、信号機）と区分進路制御手段（例えば、軌道回路）が、それぞ
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れ情報交換を行いながら自己が定めた制御論理に従って分散制御を行っている。これによ
って、従来の信号制御システムのように中央制御室による集中制御を行わなくても、各線
路区間に設置された信号機器を制御して列車の進路制御を適正に行うことができる。つま
り、本発明によって分散制御型信号制御システムを実現することができる。尚、区分進路
制御手段は、走行する列車の両側車輪によって線路を短絡させて列車の位置を検出する軌
道回路でなくても、列車の存在を検出できるような各種のセンサであってもよい。
【０００８】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成に加えて、さらに、通信路を介し
て外部機器と情報交換を行いながら自己に必要な信号情報を取得し、あらかじめ定義され
た制御論理に基づいて、自律的に進路の転換及び転換された進路状態の鎖錠を行う進路変
更手段を備えている。そして、進路変更手段が、進路制御手段及び区分進路制御手段とそ
れぞれ情報交換を行いながら自己を制御する分散制御を実行することにより、外部から入
力された進路設定情報に基づいて列車の進路制御を行うことを特徴とする。
【０００９】
　本発明の信号制御システムによれば、線路上の所定の区間に設置された進路制御手段（
例えば、信号機）、区分進路制御手段（例えば、軌道回路）、及び進路変更手段（例えば
、転てつ機）が、それぞれ情報交換を行いながら自己が定めた制御論理に従って分散制御
を行っている。これによって、従来の信号制御システムのように中央制御室による集中制
御を行わなくても、各線路区間に設置された信号機器を制御して列車の進路制御を適正に
行うことができる。つまり、本発明の信号制御システムによって、直線軌道のみならず、
分岐軌道においても進路変更手段（例えば、転てつ機）によって適正に進路制御を行うこ
とができる。
【００１０】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成に加えて、さらに、通信路を介し
て外部機器と情報交換を行いながら自己に必要な信号情報を取得し、あらかじめ定義され
た制御論理に基づいて、自律的に列車が所定の区間に進入したときに警報制御及び遮断器
の制御を行う道路遮断手段を備えている。そして、道路遮断手段が、進路制御手段、区分
進路制御手段、及び進路変更手段とそれぞれ情報交換を行いながら自己を制御する分散制
御を実行することにより、外部から入力された進路設定情報に基づいて列車の進路制御を
行うことを特徴とする。
【００１１】
　本発明の信号制御システムによれば、線路上の所定の区間に設置された進路制御手段（
例えば、信号機）、区分進路制御手段（例えば、軌道回路）、進路変更手段（例えば、転
てつ機）、及び道路遮断手段（例えば、踏切）が、それぞれ情報交換を行いながら自己が
定めた制御論理に従って分散制御を行っている。これによって、従来の信号制御システム
のように中央制御室による集中制御を行わなくても、各線路区間に設置された信号機器を
制御して列車の進路制御を適正に行うことができる。このとき、踏切制御を行いながら適
正に進路制御を行うことができる。つまり、本発明による分散制御型信号制御システムに
よれば、現場の信号機、転てつ機、軌道回路、踏切などの各種信号機器が、それぞれ通信
路を介して相互に接続されてお互いに情報交換を行っている。このとき、それぞれの信号
機器は自律的に通信路を介して自己に必要な情報を収拾しながら、取得した情報に基づい
て、あらかじめ定義された論理に従って自律的にそれぞれの信号機器の分散制御を行って
適正に進路制御を実行している。
【００１３】
　また、本発明の信号制御システムによれば、進路制御手段と区分進路制御手段が、軌道
に連続して設けられる軌道回路のうち最短の軌道回路の長さを、列車の最高速度で除算し
て得られる時間に応じたサンプリング周期で、それぞれ情報交換を行うことで、一列車に
起因する最小状態変化のデータをサンプリングする時間間隔（つまり、データのサンプリ
ング周期）より短い時間間隔で進路制御手段、及び区分進路制御手段の各信号機器へデー
タ伝送すれば、データの伝送遅延に起因する状態変化順序の逆転現象は発生しないので適
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正に分散制御を行うことができる。このようなデータ伝送の制約条件を満たすための情報
交換手段として、例えば、光ファイバ－による光通信ネットワークなどを利用すれば、複
数の情報を状態変化の順序通りに伝達するための手段として利用することが可能であるの
で、本発明による分散制御型信号制御システムの実現性は極めて高い。
【００１４】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成において、進路制御手段、区分進
路制御手段、進路変更手段、及び道路遮断手段が相互に授受するデータの情報は、安全側
情報と危険側情報の２値の情報であることを特徴とする。
【００１５】
　本発明の信号制御システムによれば、各信号機器が授受する情報を安全側または危険側
として定義する。つまり、信号機の情報として、例えば「青」、「青黄」「黄」、「黄黄
」「赤」、「全消灯」「不正点灯（全点灯など本来あり得ない点灯状態）」の７値の情報
が存在し得る場合には、安全側の情報である「赤」以外の６つの情報は全て危険側の情報
と見なす。このようにして、「赤」＝安全側情報、それ以外＝危険側情報、というような
２値の情報に情報定義を行えば、フェールセーフなインタフェースを実現することができ
る。なお、信号機の情報として、例えば「青」「黄」「赤」「全消灯」の４値が想定され
る場合には、「赤」のみが安全側で赤以外の他の３値は危険側と定義するなど、いずれの
場合にも停止を示す「赤」のみを安全側と定義することによってフェイルセーフを実現す
ることができる。
【００１６】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成において、進路制御手段、区分進
路制御手段、進路変更手段、及び道路遮断手段が授受するデータの情報に誤りがあるとき
、及び授受すべきデータが存在しないときは、上記の各手段は危険側情報を受信したもの
と見なしてフェールセーフな制御を行うことを特徴とする。
【００１７】
　本発明の信号制御システムによれば、上記の２値化情報の定義に基づいて、授受するデ
ータの情報に誤りがあるときや授受すべきデータが存在しないときは各手段は危険側情報
を受信したものと見なす。
【００１８】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成において、進路制御手段、区分進
路制御手段、進路変更手段、及び道路遮断手段は、それぞれが故障したときに他の手段へ
故障を波及させないことを特徴とする。つまり、本発明の信号制御システムによれば、シ
ステムを構成する各信号機器の何れかに故障が発生しても、故障した信号機器だけが速や
か、かつ安全に制御を停止し、それ以外の信号機器は安全に動作を継続している。言い換
えれば、本発明の分散制御型信号制御システムは、各信号機器が物理的に分散しているだ
けではなく、その安全性に関しても自律した存在であるので、ある信号機器の故障時に他
の信号機器へ故障を波及させるおそれはない。
【００１９】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成において、進路制御手段、区分進
路制御手段、進路変更手段、及び道路遮断手段は、それぞれ自己の手段が所有する制御論
理を変更するときに他の手段の動作を停止させないことを特徴とする。つまり、本発明の
信号制御システムによれば、例えば、駅機器室の設備改良や制御論理の変更に際して、シ
ステム全体を停止させることなく所望の変更を行うことができるので、信号制御システム
の稼働率を一段と向上させることができる。
【００２０】
　また、本発明の信号制御システムは、上記発明の構成において、進路制御手段、区分進
路制御手段、進路変更手段、及び道路遮断手段は、それぞれ、自在にシステムへの参入及
び退去が可能であることを特徴とする。つまり、本発明の信号制御システムによれば、信
号機器をシステムに参入させたり退去させたりする場合、システム構成の変更を自動的か
つ安全に行うことができる。
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【発明の効果】
【００２１】
　本発明の信号制御システムは、従来のような駅機器室による集中制御ではなく、各現場
の信号機器が分散制御を行いながら相互に状態情報を交換しているので、列車が運行する
現場の実情に合ったきめ細かな信号制御と進路制御を行うことができる。また、本発明の
信号制御システムは分散制御を行っているので、従来の集中制御ように制御ユニットのご
く一部に故障があるだけで駅機器室全体の制御が停止してしまうという事態を回避するこ
とができる。つまり、本発明の信号制御システムは、一部の制御ユニットの故障が駅機器
室の制御システム全体のダウンにつながらないので、信号制御システムの稼働率を一段と
向上させることができる。
【００２２】
　また、本発明の信号制御システムは、駅機器室の設備の変更時に、変更に関係のある制
御ユニットのみのデータを更新すればよいので、設備の変更を行う際に信号制御システム
全体を停止させる必要はなくなる。したがって、システムを利用可能な状態に維持するア
ベイラビリティを向上させることができる。さらに、本発明の信号制御システムは、信号
制御システム全体の中の一部分だけについて使用を開始することができるし、信号制御シ
ステムを稼動させながら、他の部分を稼動中の信号制御システムに追加することもできる
ので、例えば、大きな駅の駅機器室を制御するような信号制御システムを容易に構築する
ことができる。また、従来の集中制御型の信号制御システムでは、駅機器室には連動装置
や電子端末やＡＴＳ－Ｐ装置などといった各種の制御装置が必要であったが、本発明の分
散制御型の信号制御システムではこれらの制御装置は不要となるので、駅機器室のエリア
を大幅に縮小することができる。これらによって駅機器室の設備のコストダウンを図るこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
＜本発明における信号制御システムの概要＞
　まず、本発明における信号制御システムの理解を容易にするためにその概要について詳
細に説明する。本発明の信号制御システムは、線路の所定区間ごとの信号機、軌道回路、
転てつ機、踏切（以下、これらの全てまたは一部をまとめて信号機器という）が、それぞ
れ、制御の基本単位として制御ユニットを個別に内蔵し、各制御ユニットは通信路を介し
て接続されて相互に情報交換を行うように構成されている。このようにして所定区間ごと
のそれぞれの信号機器が個別に制御して相互に情報交換を行うことによって信号制御シス
テム全体の制御を行うことを、以下の実施の形態では『分散制御』ということにする。こ
のような構成から、本発明における信号制御システムは分散制御型信号制御システムと云
うことができる。
【００２４】
　このような分散制御を行うことにより、所定区間ごとの各信号機器のコンピュータは対
等な立場で相互に情報交換を行うことができるので、従来のような集中制御を行わなくて
も、列車の運行や停止などの列車運行制御を安全かつ正確に行うことができる。尚、本発
明を実現する信号機器の最小限の構成要素は信号機と軌道回路のみでも実現できるが、以
下の実施の形態では、信号機器として信号機、軌道回路、転てつ機、及び踏切を含めた構
成要素で説明することにする。
【００２５】
＜本発明における分散制御型信号制御システムの実施の形態＞
　次に、図面を参照しながら、本発明における分散制御型信号制御システムの実施の形態
について詳細に説明する。図１は、本発明における分散制御型信号制御システムの概念図
である。図１において、現場の一区間内には下り線路１ａ及び上り線路１ｂが敷設されて
列車２が走行している。また、この一区間内の要所には、信号機４、軌道回路５、転てつ
機６ａ，６ｂ、及び踏切７からなる各種の信号機器が敷設されている。さらに、信号機４
、軌道回路５、転てつ機６ａ，６ｂ、及び踏切７はそれぞれ制御ユニットを内蔵し、各制
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御ユニットが通信路８を介して接続されて進路設定装置３につながっている。
【００２６】
　このような構成によって、信号機４、軌道回路５、転てつ機６ａ，６ｂ、及び踏切７の
各制御ユニットは、通信路８を介して相互に情報交換を行うことができる。また、信号機
４、軌道回路５、転てつ機６ａ，６ｂ、及び踏切７の各制御ユニットは、フェールセーフ
な制御を行うと共に、自律的に、通信路８を介して自己に必要な情報の収拾を行うことが
できる。そして、各制御ユニットは、それぞれが収集した情報に基づいて、あらかじめ定
義されていて自己に内蔵されている制御論理にしたがって自律的にそれぞれの信号機器の
制御を行うことができる。このような信号制御システムの分散制御を以下の説明では『論
理分散』という。
【００２７】
　図２は、図１に示す分散制御型信号制御システムの構成を表わすブロック図である。図
２において、進路設定装置３は、あらかじめ列車２の進路を設定するための進路設定手段
であり、通常はパーソナルコンピュータ（以下、ＰＣという）などを用いて進路設定を行
うが、操作マンがマニュアルで進路設定を行ってもよい。この進路設定装置３によって設
定された進路に基づいて、信号機４、軌道回路５、転てつ機６、及び踏切７などの各種の
信号機器が分散制御され、列車２を安全かつ確実に所望の方向へ進行させたり停止させた
りすることができる。
【００２８】
　信号機４は、信号灯を制御して列車２を進行させたり停止させたりして進路制御を行う
進路制御手段である。軌道回路５は、列車２の両輪の車軸によって２本の線路を短絡させ
ることにより列車２の存在を検知して区分進路の制御を行う区分進路制御手段である。し
かし、列車２の存在を検知するための区分進路制御手段は、必ずしも、２本の線路の短絡
を検知するような軌道回路５でなくてもよく、例えば、列車が通過したときにその列車の
存在を検知するような赤外線センサやリレー回路などの各種のセンサであってもよい。転
てつ機６は、線路の進路を転換したり、進路が転換された状態に鎖錠（ロック）するため
の進路変更手段である。踏切７は、列車２が所定の区間に進入したときに踏切制御子７ａ
による列車検知情報を取得し、警報制御を行ったり遮断器を閉めたりする道路遮断手段で
ある。
【００２９】
　図３は、図２に示す分散制御型信号制御システムの動作の流れを示す系統図である。以
下、図２に示す信号制御システムの動作を図３の流れに沿って説明する。ＰＣなどの進路
設定装置３によって列車２の進路設定を行ったり進路解除を行うと、信号機４が、進路設
定装置３から受信した設定／解除の指令情報に基づいて列車２の進路制御を行う（ステッ
プＳ１）。また、信号機４は、現在の状態で何れの色の信号灯を表示すべきかを制御する
現示制御の指令に基づいて、該当する信号灯の表示制御を行い（ステップＳ２）、制御の
結果、現在はどの色の信号灯が点灯しているかを示す状態情報を取得する（ステップＳ３
）。
【００３０】
　さらに、信号機４は、進路設定装置３で設定された進路内容を照合するための進路照査
を行い（ステップＳ４）、列車名と方向を指定した進路の予約と進路の選別を該当する列
車の軌道回路５に対して通知する（ステップＳ５）。これによって、軌道回路５は、該当
する列車がどの位置にいるかの列車検知を行ってその位置を示す状態情報を取得し、該当
する列車の区分進路の制御を行う（ステップＳ６）。さらに、軌道回路５は、進路のロッ
ク状態を解錠するための指令情報や、該当する列車の追跡情報や、該当する列車の位置を
示す状態情報を転てつ機６へ送信する（ステップＳ７）。このようにして、転てつ機６は
、軌道回路５から取得した転てつ制御の情報に基づいて、列車の進路を転換したり、進路
が転換された状態に鎖錠（ロック）したりする（ステップＳ８）。
【００３１】
　また、転てつ機６は、進路が転換・鎖錠された状態を示す状態情報を軌道回路５に返す
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と（ステップＳ９）、その状態情報は信号機４に通知され（ステップＳ１０）、さらに、
信号機４から進路設定装置３に対して、転てつ機６によるポイントの切替えの状態情報や
信号機４の信号情報が応答される（ステップＳ１１）。
【００３２】
　尚、所定の区域内に踏切７が存在する場合は、軌道回路５から踏切７へ列車の位置を示
す状態情報が通知される（ステップＳ１２）。すると、踏切７は、列車が所定の区間に進
入したことを示す列車検知の状態情報を踏切制御子７ａから取得し、警報制御を行ったり
遮断器を閉めたりする制御を行う（ステップＳ１３）。そして、踏切７は、踏切の状態を
示す状態情報を軌道回路５に対して通知すると（ステップＳ１４）、踏切の状態情報は軌
道回路５から信号機４へ通知され（ステップＳ１０）、さらに、信号機４から進路設定装
置３へ応答情報として返される（ステップＳ１１）。尚、操作マンが進路設定装置３から
踏切７に対して警報制御を直接行うこともできる（ステップＳ１５）。このときも警報制
御の状態情報は踏切７から進路設定装置３へ返される（ステップＳ１６）。
【００３３】
　次に、本発明の信号制御システムにおいて適正な分散制御を行うためのデータのサンプ
リング周期について説明する。本発明の信号制御システムは、指定された時間内にデータ
の転送を行うことができるようなタイムクリティカル性が求められていると共に、信号制
御に高度な信頼性が要求されるセーフティクリティカル性が求められている。そこで、本
発明の信号制御システムを分散制御の方式によって実現する場合は、リアルタイム性の確
保と安全性の確保が重要な課題となる。リアルタイム性の確保の面では、制御条件の伝達
遅延の防止、それに起因する状態変化の取得漏れの防止、状態変化の取得順序の逆転の防
止、あるいはデータ伝送の遅延を許容範囲内に抑えること、などを考慮することが重要で
ある。また、安全性の確保の面では、ある信号機器のＰＣ端末の故障が他の信号機器のＰ
Ｃ端末の故障へ波及しないようにすること、及びある信号機器のＰＣ端末の故障が信号制
御システム全体の安全性に影響を与えないようにすること、などを考慮することが重要で
ある。
【００３４】
　まず、リアルタイム性の確保について説明するが、ここでは、本発明の信号制御システ
ムを在来線の構内信号制御システムに適用した場合のデータ取得の時間的要件について述
べる。例えば、信号機４の制御ユニットと軌道回路５の制御ユニットといった各制御ユニ
ット間の最小情報交換周期（つまり、データのサンプリング周期）を、一列車が引き起こ
す一連の進行状態のうち、最も変化間隔が短い状態の短小軌道回路（短小セクション）上
をその列車が最高速度で通過する場合について求める。
【００３５】
　図４は、本発明の信号制御システムを実現させるために列車が短小軌道回路（短小セク
ション）を通過する状態をモデル化して示した概念図である。従って、図４を参照しなが
らデータのサンプリング周期を求める。図４に示すように、長さが１０.５ｍの列車１１
が、２０ｍの短小セクションである第１セクションと２０ｍより長い第２セクションを通
過するとき、第１制御ユニット１２が第１セクション（短小セクション）の状態情報を取
得し、第２制御ユニット１３が第２セクションの状態情報を取得する。そして、取得され
た各状態情報はネットワークスイッチ１４を介して進路制御装置１５へ送信される。
【００３６】
　ここで、列車１１の通行現場の制御ユニットにおいて発生した状態情報の変化の伝送漏
れを制御ユニット１２と制御ユニット１３との間で発生させないための情報交換周期（デ
ータのサンプリング周期）を求める。列車１１の通過速度を１６０ｋｍ／ｈ、第１セクシ
ョン（短小セクション）の長さを２０ｍ、列車１１の有効短絡長（つまり、車軸間の距離
で示される列車の長さ）を１０.５ｍとすると、第１セクション（短小セクション）上に
車軸が存在する時間Ｔ１は次の式（１）によって求められる。
Ｔ１＝〔２０（ｍ）＋１０.５（ｍ）〕÷１６０（ｋｍ／ｈ）×１０００（ｍ）÷３６０
０（ｓ）≒６９０（ｍｓ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
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【００３７】
　つまり、列車１１の一部でも第１セクション（短小セクション）に存在している時間に
おいてはデータのサンプリングを行うために、第１セクション（短小セクション）の２０
ｍに列車の有効短絡長（車軸間の距離）の１０.５ｍを加算した区間についてサンプリン
グ周期を求める。これは、列車１１が少しでも第１セクション（短小セクション）に入っ
たらいち早くデータのサンプリングを開始することによって、データの検出を出来るだけ
早く行うようにするためである。さらに、第１セクション（短小セクション）の状態変化
時に過渡的に状態が不定となることが予想される時間（例えば、１００ｍｓ程度）を上記
の式（１）の計算結果から差し引いて、実際に伝送漏れの発生しない情報交換周期（デー
タのサンプリング周期）を５９０ｍｓとする。
【００３８】
　次に、列車１１が通過する複数の通行現場の制御ユニットにおいて発生した状態変化の
順序狂いを発生させないためのデータの伝送周期を求める。この場合は、第１セクション
（短小セクション）上に列車１１の前輪車軸がさしかかった後、第２セクション上に前輪
車軸がさしかかるまでの最小時分Ｔ２を次の式（２）によって求める。
Ｔ２＝２０（ｍ）÷１６０ｋ（ｍ／ｈ）×１０００（ｍ）÷３６００（ｓ）＝４５０（ｍ
ｓ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
さらに、前述の式（１）の場合と同様に、第１セクション（短小セクション）の状態変化
時に過渡的に状態が不定となることが予想される時間（例えば、１００ｍｓ程度）を差し
引いて、実際に状態変化の順序狂いを発生させないためのデータの伝送周期を３５０ｍｓ
とする。
【００３９】
　つまり、式（１）で求めたように、列車１１が少しでも第１セクション（短小セクショ
ン）にさしかかったらいち早くデータの検出を行うようにして出来るだけ早い検出を行う
必要があるが、一方では、式（２）で求めたように、情報伝達の逆転現象を発生させない
ためには、第１セクション（短小セクション）に列車１１の前輪車軸が存在した瞬間から
前輪車軸が第２セクションにさしかかる直前までの時間（つまり、列車１１が第１セクシ
ョンを占有している時間内）に列車１１の状態変化の情報を次の制御ユニット（つまり、
第２制御ユニット１３）に伝達する必要がある。このようなことから、上記の２つのの計
算結果より、最小情報交換周期（データのサンプリング周期）は式（２）で計算した結果
による３５０ｍｓ以下と決定する。尚、上記の例では、列車１１の状態変化時に過渡的に
状態が不定となることが予想される時間を１００ｍｓとしたが、上記の式（１）や式（２
）で求めた時間に対して１割とか２割の時間を安全係数として差し引いた値を最小情報交
換周期（データのサンプリング周期）としてもよい。
【００４０】
　次に、最大許容遅延時分について説明する。図５は、本発明の信号制御システムを実現
させるために各制御ユニットへの情報伝達をモデル化して示した概念図である。図５に示
すモデル図において、Ａネットワーク２１とＢネットワーク２２がネットワークスイッチ
２３を経由して進路制御装置２４に接続されている。また、Ａネットワーク２１にはＡネ
ットワークスイッチ２５を介して第１制御ユニット２７と第２制御ユニット２８が接続さ
れ、Ｂネットワーク２２にはＢネットワークスイッチ２６を介して第３制御ユニット２９
と第４制御ユニット３０が接続されている。
【００４１】
　図５の破線矢印で示すように、第１制御ユニット２７、第２制御ユニット２８、及び第
３制御ユニット２９で発生した列車の状態情報を第２制御ユニット２８で使用する場合、
その情報の到着順序が実際の発生順序と異なる場合には信号装置に誤動作が発生する。図
５において、列車の状態情報の発生順序は第１制御ユニット２７、第２制御ユニット２８
、第３制御ユニット２９の順であり、状態情報の第２制御ユニット２８への正常な到達順
序は破線の矢印１、矢印２、矢印３の順である。このように、列車の状態情報の発生順序
と、その情報の使用箇所（第２制御ユニット２８）における到着順序に逆転現象が起こら
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ないようにするために、以下のようにして最大許容遅延時分を定める必要がある。尚、到
着順序の逆転現象とは、データの伝達遅延のために、例えば、列車が第１制御ユニット２
７→第２制御ユニット２８→第３制御ユニット２９の方向へ進行しているとき、第３制御
ユニット２９の状態情報が変化しても第２制御ユニット２８が自己の状態情報の変化を検
知できないような現象をいう。
【００４２】
　すなわち、データの逆転現象を生じさせないための最大許容遅延時分は次の式（３）の
ように求める。
　最大許容遅延時分＝送信側制御ユニットにおける伝送待ち時分＋ネットワークスイッチ
による遅延時分＋受信側制御ユニットにおける処理待ち時分　　　　　　　　　（３）
【００４３】
　ここで、図５を適用して式（３）を具体的に説明すると、矢印１の伝送ルートにおいて
は、送信側制御ユニットは第１制御ユニット２７であり、ネットワークスイッチはＡネッ
トワークスイッチ２５であり、受信側制御ユニットは第２制御ユニット２８である。また
、矢印２の伝送ルートにおいては、送信側制御ユニット及び受信側制御ユニットは第２制
御ユニット２８であって、ネットワークスイッチは存在しない。さらに、矢印３の伝送ル
ートにおいては、送信側制御ユニットは第３制御ユニット２９であり、ネットワークスイ
ッチはＡネットワークスイッチ２５、Ｂネットワークスイッチ２６、及びネットワークス
イッチ２３であり、受信側制御ユニットは第２制御ユニット２８である。
【００４４】
　上記の式（３）で求めた最大許容遅遅延時分が、一列車に起因する最小状態変化の時間
間隔（つまり、前述の式（２）に基づいて求められたデータのサンプリング周期である３
５０ｍｓ）より小さければ、データの伝送遅延に起因する状態変化順序の逆転現象は発生
しないことになる。言い換えれば、データの最大許容遅遅延時分は、データのサンプリン
グ周期３５０ｍｓより短い時間にする必要がある。これらの制約条件を満たすための情報
交換手段として、例えば、光ファイバ－による光通信ネットワークなどを利用すれば、複
数の情報を状態変化の順序通りに伝達するための手段として利用することが可能であるの
で、その実現性は極めて高いものである。
【００４５】
　次に、分散制御による信号制御システムの安全性の確保について説明する。分散制御に
よる信号制御システムの安全性の確保は、信号機器の各ＰＣ端末の独立性を確保すること
によって実現することができる。ここで、ＰＣ端末の独立性とは、あるＰＣ端末に故障が
発生しても、その故障が信号制御システム全体の故障に波及したり、信号制御システムの
安全性に影響を及ぼしたりすることがない状態を確保することをいう。このようなＰＣ端
末の独立性は、各ＰＣ端末間のインタフェースをフェールセーフ化することによって実現
することが可能である。つまり、フェールセーフなインタフェースは、次のような３つの
方法によって実現することができる。
【００４６】
（１）各ＰＣ端末間で授受する情報は、危険側情報と安全側情報の２値しか持たないよう
に情報定義を行う。つまり、信号機の情報として、例えば「青」、「青黄」「黄」、「黄
黄」「赤」、「全消灯」「不正点灯」の７値の情報が存在し得る場合には、安全側の情報
である「赤」以外の６つの情報は全て危険側の情報と見なす。このようにして、「赤」＝
安全側情報、それ以外＝危険側情報、というような２値の情報に情報定義を行えば、フェ
ールセーフなインタフェースを実現することができる。この場合は、個々のＰＣ端末にお
いて受信すべき情報が受信できない場合についても、安全側の値（つまり、危険側情報）
を受信したものとみなすことができる。
【００４７】
（２）個々のＰＣ端末においては受信すべき情報の検定をフェールセーフに行う。つまり
、ＰＣ端末側で行う操作にフェールセーフ対策が施されるようにソフトウェアを構成する
ことによってフェールセーフなインタフェースを実現することができる。
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（３）個々のＰＣ端末において受信情報が誤りであると検定された場合は、その受信情報
は安全側の値として取り扱う。
【００４８】
　以上説明したように、本発明の分散制御による信号制御システムの使用環境下において
は、最小情報交換周期（データのサンプリング周期）を考慮することによって情報のリア
ルタイム性を確保することができると共に、インタフェースのフェールセーフ化によって
分散制御の安全性を確保することもできる。よって、本発明の分散制御型信号制御システ
ムの実現によって、集中制御を行わなくても信号機器の制御を安全かつ正確に行うことが
できる。
【００４９】
　次に、本発明による分散制御型信号制御システムの具体的な実施例について説明する。
図６は、本発明による分散制御型信号制御システムの一例を示す複線終端駅の構内配線図
である。また、図７は、図６に示す分散制御型信号制御システムのオブジェクト図であり
、(ａ)は信号機１Ｒのオブジェクト、（ｂ）は軌道回路１１Ｔのオブジェクト、(ｃ)は区
分進路１１Ｔ－Ｒ－１のオブジェクトを示している。
【００５０】
　図６において、図の左から右へ流れる２本の太い実線及び２本の二重の実線は上り線路
の流れを示し、図の右から左へ流れる２本の太い破線及び２本の二重の破線は下り線路の
流れを示している。また、図の左から右へ流れる２本の太い実線は上り線路の区分進路を
示し、図の左から右へ流れる２本の二重の実線は上り線路の進路を示している。同様に、
図の右から左へ流れる２本の太い破線は下り線路の区分進路を示し、図の右から左へ流れ
る２本の二重の破線は下り線路の進路を示している。尚、以下の説明では上り線路を列車
が走行する場合について説明するが、下り線路の場合は上りを下りと読みかえればよい。
【００５１】
　また、区分進路の各部に示されている記号はそれぞれの区分進路ごとのＩＤを示し、１
Ｒは信号機のＩＤを示し、さらに、１ＲＡ，１ＲＢは進路のＩＤを示している。また、１
１Ｔ，１２Ｔは軌道回路のＩＤを示し、１１，１２，１３，１４は転てつ機のＩＤを示し
ている。
【００５２】
　次に、図６を参照しながら図７のオブジェクト図について説明する。図７のオブジェク
ト図において、記号◆はその下位に位置するオブジェクトと一体不可分で動作するコンピ
ュータ内のソフトウェアのプログラム状態を示し、記号◇はその下位に位置するオブジェ
クトに対して独立して動作する各コンピュータ内のソフトウェアのプログラム状態を示し
ている。図７（ａ）の信号機のオブジェクトに示すように、信号機１Ｒは進路１ＲＡと進
路１ＲＢを一体不可分で動作させることができるように構成されている。このとき、図６
に示す進路の流れは、図７（ａ）のオブジェクト図に示すように、進路１ＲＡが、区分進
路ＡＲ－Ｒ－１、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１、及び区分進路１ＲＴ－Ｒ－１によって構成さ
れ、進路１ＲＢが、区分進路ＡＲ－Ｒ－１、区分進路１１Ｔ－Ｒ－２、区分進路１２Ｔ－
Ｒ－１、及び区分進路１ＲＢＴ－Ｒ－１によって構成されている。
【００５３】
　また、図７（ｂ）の軌道回路のオブジェクトに示すように、軌道回路１１Ｔは、区分進
路１１Ｔ－Ｒ－１、区分進路１１Ｔ－Ｒ－２、及び区分進路１１Ｔ－Ｌ－１を一体不可分
で検知するように構成されている。つまり、軌道回路１１Ｔの区間においては、上り線路
側の直線区間の区分進路１１Ｔ－Ｒ－１及び上り側の分岐区間の区分進路１１Ｔ－Ｒ－２
を検知すると共に下り線路側の分岐区間の区分進路１１Ｔ－Ｌ－１を検知して、上り列車
が上り線路を直線ルートまたは分岐ルートで安全に進行できる状態を確保しておく。この
とき、下り線路側の区分進路１１Ｔ－Ｌ－１を検知することによって上り線路側のルート
が確保されるようにしておく必要がある。さらに、図７（ｃ）の区分進路のオブジェクト
に示すように、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１は、転てつ機１１及び転てつ機１２をそれぞれ独
立して制御するように構成されている。
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【００５４】
　次に、列車が上り線路の進路１ＲＡを進行するときの分散制御の動作の流れを説明する
。図８は、図６における進路１ＲＡにおいて分散制御を行うときの設定シーケンスを示す
図である。従って、図６及び図７を参照しながら、図８のシーケンスの流れを説明する。
【００５５】
　まず、図１に示す進路設定装置３によって列車の進路設定を行うと、その進路設定情報
は信号機１Ｒへ送信される（ステップＳ２１）。すると、信号機１Ｒは自己の信号灯の点
灯状態をチェックして受信した進路設定情報に応じた信号灯の点灯制御を行うと共に、進
路設定情報に合致した進路選別を行う（ステップＳ２２）。さらに、信号機１Ｒは進路１
ＲＡに対して進路の予約を行う（ステップＳ２３）。これによって、進路１ＲＡは、区分
進路ＡＲ－Ｒ－１に対して進路の予約を行う（ステップＳ２４）。すると、区分進路ＡＲ
－Ｒ－１は、自己の区分進路の照査、及び必要に応じて区分進路の状態更新を行うなど、
自己の区分進路の状態チェックを行う（ステップＳ２５）。そして、区分進路ＡＲ－Ｒ－
１は、予約結果を進路１ＲＡに対して通知する（ステップＳ２６）。
【００５６】
　同様にして、進路１ＲＡは、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１に対して進路の予約を行う（ステ
ップＳ２７）。すると、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１は、自己の区分進路の照査、及び必要に
応じて区分進路の状態更新を行うなど、自己の区分進路の状態チェックを行う（ステップ
Ｓ２８）。そして、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１は、予約結果を進路１ＲＡに対して通知する
（ステップＳ２９）。さらに、進路１ＲＡは、区分進路１ＲＡＴ－Ｒ－１に対して進路の
予約を行う（ステップＳ３０）。すると、区分進路１ＲＡＴ－Ｒ－１は、自己の区分進路
の照査、及び必要に応じて区分進路の状態更新を行うなど、自己の区分進路の状態チェッ
クを行う（ステップＳ３１）。そして、区分進路１ＲＡＴ－Ｒ－１は、予約結果を進路１
ＲＡに対して通知する（ステップＳ３２）。
【００５７】
　次に、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１は、直線ルートと分岐ルートがあるので、まず、転てつ
機１１に対して予約を行う（ステップＳ３３）。すると、転てつ機１１は、自己の転てつ
機の状態の照査・転換・鎖錠などの自己チェックを行い（ステップＳ３４）、予約結果を
区分進路１１Ｔ－Ｒ－１に対して通知する（ステップＳ３５）。さらに、区分進路１１Ｔ
－Ｒ－１は、転てつ機１３に対して予約を行う（ステップＳ３６）。すると、転てつ機１
３は、自己の転てつ機の状態の照査・転換・鎖錠などの自己チェックを行い（ステップＳ
３７）、予約結果を区分進路１１Ｔ－Ｒ－１に対して通知する（ステップＳ３８）。
【００５８】
　これによって、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１は、転てつ機１１からの予約結果と転てつ機１
３からの予約結果をまとめて進路１ＲＡに対して通知する（ステップＳ３９）。すると、
進路１ＲＡは、区分進路１１Ｔ－Ｒ－１から受信した予約結果に基づいて状態更新を行う
と共に（ステップＳ４０）、予約結果を信号機１Ｒに対して通知する（ステップＳ４１）
。すると、信号機１Ｒは、受信した予約結果に基づいて信号灯の点灯制御を行い（ステッ
プＳ４２）、さらに、設定結果を進路設定装置に対して通知する（ステップＳ４３）。こ
のようにして進路１ＲＡの直線ルートの設定を行うことができる。また、進路１ＲＢの分
岐ルートの設定についても同様の手順で行うことができる。さらに、下りの進路について
も上記と同様の手順によって設定することができる。
【００５９】
　以上説明したように、本発明による分散制御型の信号制御システムによれば、現場の信
号機、転てつ機、軌道回路、踏切などの各信号機器は、それぞれにフェールセーフな制御
ユニットを内蔵している。そして、それらの制御ユニットは通信路を介して相互に接続さ
れてお互いに情報交換を行っている。このとき、各制御ユニットは、それぞれ自律的に通
信路を介して自身に必要な情報を収拾しながら、取得した情報に基づいて、あらかじめ定
義された制御論理に従って自律的にそれぞれの信号機器の分散制御を行っている。つまり
、本発明の信号制御システムは論理分散型の信号制御システムとも云える。
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【００６０】
　このような分散制御型の信号制御システムを実現するためには、各信号機器を制御する
論理を自律したオブジェクト（つまり、ソフトウェアモジュール）として分離抽出する。
そして、分離抽出したオブジェクトを各信号機器に内蔵された制御ユニット上で動作する
プログラムとして実装する。しかも、それぞれのオブジェクトは、他の信号機器に内蔵さ
れた制御ユニットに実装されたオブジェクトと伝送路を介して自身の状態情報を相互に交
換する。このとき、各制御ユニットのオブジェクトは、自身が関連を持つ全てのオブジェ
クトの状態情報を収集し、その状態情報に基づいて自己の信号機器の制御を行う。尚、制
御論理はそれぞれのオブジェクトの中で定義されているものとする。
【００６１】
　また、本発明による分散制御型の信号制御システムによれば、例えば、駅構内の連動制
御や信号灯制御や踏切制御、あるいはＡＴＳ－Ｐ制御などを１つのシステムにシステム統
合することができる。つまり、本発明の信号制御システムは、連動制御、信号灯制御、構
内踏切制御、ＡＴＳ－Ｐ制御などを各信号機器単位で抽出し、それぞれのオブジェクトに
実装することによって実現することができる。
【００６２】
　また、本発明による分散制御型の信号制御システムによれば、システムを構成する制御
ユニットの一部に故障が発生しても、故障した制御ユニットだけが速やかかつ安全に制御
を停止し、それ以外の制御ユニットは安全に動作を継続させることができる。つまり、本
発明の信号制御システムは、劣化機器を切り離して安全動作を継続させる“Graceful Deg
radation”な信号制御システムを構築することができる。
【００６３】
　つまり、本発明の信号制御システムにおいては、各制御ユニットは、物理的に分散して
いるだけでなく、その安全性に関して自律した存在である。言い換えれば、自己の制御ユ
ニットが故障したときに自己の信号機器を安全側に固定させることができるだけではなく
、自己の制御ユニットの故障が他の制御ユニットに対して危険側に波及しないことを保証
するように構成されている。このような保証は、オブジェクト間のインターフェースを次
のように規定することによって実現することができる。つまり、オブジェクト間で交換す
る情報は、全て安全な値と危険な値の２値に分類する。このとき、各オブジェクトは、情
報交換を行う相手のオブジェクトが存在しないか、故障か、受信した情報が不良であると
きに、それらの情報を自身のオブジェクトだけで判断する機能を備えている。また、各オ
ブジェクトは、自己の信号機器の制御に必要な受信データに不良があった場合には、その
不良データが自己に影響する範囲のみを安全側に制御するような機能を備えている。
【００６４】
　また、本発明による分散制御型の信号制御システムによれば、例えば、駅構内の設備改
良や制御論理の変更に際しても、信号制御システム全体を停止させることなく所望の制御
論理の変更を行うことができる。このようなことから、本発明の信号制御システムは活線
挿抜を行うことができるとも云える。さらに、本発明による分散制御型の信号制御システ
ムによれば、個々の信号機器を信号制御システムに参入させたり退去させたりするに当っ
て、信号制御システムの構成の変更を自動的、かつ安全に行うことができる。このような
ことから、本発明の信号制御システムは、周辺機器をＰＣに接続したり拡張パーツを組み
込んだりしたときに、何の操作も行わずに使用可能な状態にすることができるプラグアン
ドプレイ型の信号制御システムであると云える。
【図面の簡単な説明】
【００６５】
【図１】本発明における分散制御型信号制御システムの概念図である。
【図２】図１に示す分散制御型信号制御システムの構成を表わすブロック図である。
【図３】図２に示す分散制御型信号制御システムの動作の流れを示す系統図である。
【図４】本発明の信号制御システムを実現させるために列車が短小軌道回路（短小セクシ
ョン）を通過する状態をモデル化して示した概念図である。
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【図５】本発明の信号制御システムを実現させるために各制御ユニットへの情報伝達をモ
デル化して示した概念図である。
【図６】本発明による分散制御型信号制御システムの一例を示す複線終端駅の構内配線図
である。
【図７】図６に示す分散制御型信号制御システムのオブジェクト図であり、(ａ)は信号機
１Ｒのオブジェクト、（ｂ）は軌道回路１１Ｔのオブジェクト、(ｃ)は区分進路１１Ｔ－
Ｒ－１のオブジェクトを示す。
【図８】図６における進路１ＲＡにおいて分散制御を行うときの設定シーケンスを示す図
である。
【符号の説明】
【００６６】
　１ａ　　下り線路　　　　　　１ｂ　　上り線路　　　　２，１１　列車
　３　　　進路設定装置（進路設定手段） ４　　　信号機（進路制御手段）
　５　　　軌道回路（区分進路制御手段）　６ａ，６ｂ　転てつ機（進路変更手段）
　７　　　踏切（道路遮断手段）　　　　７ａ　　踏切制御子
　８　　　通信路　　　　　　　　　　　１２，２７　第１制御ユニット
　１３，２８　第２制御ユニット　　　　１４，２３　ネットワークスイッチ
　１５，２４　進路制御装置　　　　　　２１　　Ａネットワーク
　２２　　Ｂネットワーク　　　　　　　２５　　Ａネットワークスイッチ
　２６　　Ｂネットワークスイッチ　　　 ２９　　第３制御ユニット
　３０　　第４制御ユニット

【図１】 【図２】
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【図６】 【図７】
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